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市町村災害廃棄物処理計画の策定について 

 

１ 災害廃棄物処理の課題 

  本県で発生した東日本大震災津波や平成 28年台風第 10号の被害の経験から、災害廃棄

物の処理が迅速かつ適切に行われるためには、廃棄物を分別して素早く集約することが重

要であり、これにより処理を円滑に進め、一日も早い復旧を実現する必要がある。 

  近年、平成 30年７月豪雨など全国的に甚大な被害をもたらす災害が頻発しており、大

規模災害に迅速に対応できるように、災害廃棄物処理計画を策定しておくことは、各自治

体において喫緊の課題といえる。 

このような状況を踏まえ、「いわて県民計画 2019～2028」では、全市町村において災害

廃棄物処理計画が 2022年度までに策定されていることを目標としている。 

２ 災害廃棄物処理計画の重要性 

  災害廃棄物処理計画については、市町村ごとに策定することとされており、本計画にお

いて、初動から処理までの流れを整理しておくことで、迅速な対応が可能となる。 

  特に、災害廃棄物の分別に係る周知方法や仮置場（候補地を含む）の設定により、災害

により発生した廃棄物の処理が円滑に進められるように整理をしておくことが肝要であ

る。 

  なお、当該処理計画の策定は、一般廃棄物処理施設の設置等に係る環境省の「循環型社

会形成推進交付金」の交付要件に追加されており、未策定の市町村において迅速な策定が

望まれる。 

３ 災害廃棄物処理計画の策定状況 

  現在、災害廃棄物処理計画の策定済み市町村は、４市町（盛岡市、奥州市、釜石市、金

ケ崎町）のみとなっている。 

  なお、平成 30年７月豪雨において多大な被害を受けた愛媛県においては、その復旧に

併せて全市町村において計画が策定されており、近年、複数回にわたり大規模災害を経験

している本県としては、本計画の策定は急務といえる。 

４ 災害廃棄物処理研修等 

  災害廃棄物処理計画の策定に当たり、以下を参考とされたい。 

 ① 県作成「市町村災害廃棄物処理マニュアル～策定モデル例～」（平成 30年１月 31日

付資循第 434号で通知済み） 

 ② 環境省のモデル事業「計画策定支援事業」（今年度は大船渡市、北上市、一関市、久

慈市の４市が採択された） 

 ③ 環境省の人材育成事業に本県も応募しており、計画策定等に係る研修会を開催予定 

 

 【岩手県環境生活部資源循環推進課 担当 佐々木、梶原  電話 019-629-5367】 
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市町村災害廃棄物処理マニュアル 

（市町村災害廃棄物処理計画） 

 

～策定モデル例～ 

 

 

平成●●年●●月 

 

●●市●●部●●課 

自治体名に変更 

削除 

必要に応じて

削除 

抜粋 
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Ⅰ 発災時における廃棄物処理対応の流れ 

 

発災（地震・降雨・洪水等） 

 

初動段階（当日～数日） 

全体の主な動き 災害廃棄物処理の動き 

・災害対策本部の組織・運営 

・通信の確保 

・被害状況の収集、伝達 

・応援の受入れ 

・広報活動 

・救助・救急活動 

・避難所等、被災者の生活対策（避難所開設） 

・物資等の輸送、供給対策 

・公共インフラ被害の応急処置等 

(1)組織体制・指揮命令系統（Ｐ●） 

(2)情報収集・連絡（Ｐ●） 

 

(3)協力・支援体制（Ｐ●） 

(4)各種相談窓口の設置等（Ｐ●） 

(5)住民等への啓発・広報（Ｐ●） 

(6)仮設トイレ等し尿処理（Ｐ●） 

(7)避難所ごみ（Ｐ●） 

 

 

応急段階（数日～数週間後） 

全体の主な動き 災害廃棄物処理の動き 

・建物、宅地等の応急危険度判定 

・ボランティア活動開始 

その他、初動段階の継続 

(1)発生量・処理可能量（Ｐ●） 

(2)仮置場（場所の確保）（Ｐ●） 

(3)実行計画の作成（Ｐ●） 

(4)分別・処理・再資源化（Ｐ●） 

(5)環境対策、モニタリング（Ｐ●） 

(6)収集運搬（Ｐ●） 

(7)処理スケジュール（Ｐ●） 

(8)処理フロー（Ｐ●） 

 

復旧段階（数週間～数か月後） 

全体の主な動き 災害廃棄物処理の動き 

・避難所等、被災者の生活対策（避難所統廃合等） 

・被害認定調査、罹災証明の発行 

・仮設住宅（着工） 

・生活再建支援 

その他、応急段階の継続 

(1)損壊家屋等の解体・撤去（Ｐ●） 

(2)最終処分（Ｐ●） 

(3)適正処理が困難な廃棄物の対策（Ｐ●） 

(4)災害廃棄物処理事業の進捗管理（Ｐ●） 

(5)処理事業費の管理（Ｐ●） 

 

国庫補助申請手続き 

 

●その他 

・一般廃棄物処理施設について（Ｐ●） 

・職員への教育訓練（Ｐ●） 

・県外における過去の災害廃棄物処理対応事例（Ｐ●） 

・推計方法（Ｐ●） 

市町村情報を記載後 

ページ数を記載 


